
　また、「社会的包括」を重要な
開発政策に据えるウマラ政権にと
って、自然災害は大きな脅威と認
識されている。このため、「ペル
ー沿岸部洪水対策事業」では、沿
岸部の３河川の流域で洪水対策の
護岸工事やかんがい施設の整備な
どを実施する。

高効率の火力発電所を建設

　ウズベキスタンに対しては、
「トゥラクルガン火力発電所建設
事業」を対象に、貸付限度額718
億3,900万円の借款を実施する。
　約2,800万人の人口を擁する同
国は、年７％超の好調な経済成長
を続けており、電力需要も年約８
％の割合で増加すると予測されて
いる。しかし、その成長を支える
電力の約９割をまかなっている火
力発電所の多くはすでに老朽化し、
国全体で電力不足が起こりつつあ
る。
　今回の事業では、発電設備の少
ない同国東部に高効率の火力発電
設備を導入することで環境負荷の
軽減と電力の安定供給を進め、経
済活動の発展を支援する。

　国際協力事業団（JICA）が
2014年９月17日から11月10日
までに貸付契約（L/A）に調印し
た事業は以下の通り。

日本方式を採用

　スリランカに対しては、「地上
テレビ放送デジタル化事業」を対
象とした借款が実施される。貸付
限度額は137億1,700万円。
　同国は、2009年の紛争終結以
降、本格的な成長期に入ったこと
に伴い、携帯電話などの通信機器
やテレビ・ラジオ番組数が増加し、
周波数の有効利用が課題となって
いる。加えて、平和の定着促進の
ため、シンハラ語、タミル語、英
語の３言語政策に呼応し、テレビ
放送事業でも字幕放送や多言語放
送などのニーズが高まっている。
　さらに、相次ぐ自然災害の被害
を最小化するためにも、メディア
を通じて防災情報を提供するニー

ズが高まっている。
　同国は2014年４月、地上波デ
ジタルテレビ放送（地デジ）に関
して、ISDB-T方式（いわゆる日
本方式）を採用することを決定し
た。今回の協力では、同方式の地
デジ放送に必要なインフラの整備
を通じて、周波数の有効利用と多
様な情報提供を可能にする。

電力の安定供給を実現

　ペルーに対して実施される借款
は、「モケグア水力発電所整備事
業」（貸付限度額69億4,400万
円）と「ペルー沿岸部洪水対策事
業」（同24億8,000万円）の二つ。
　同国は近年、鉱物資源の輸出に
けん引されて安定した経済成長を
維持しているため、電力の安定供
給のニーズは高い。「モケグア水
力発電所整備事業」では、同国南
部のモケグア州でかんがい用水を
利用した水力発電を行う。

スリランカで地デジ導入
L/A（円借款）

ペルーでは水力発電や治水も

円借款L/A調印案件　借款金額および条件など 

案件名
金利（%／年）借款金額

（百万円）国　名
返済期間／
据置期間
（年）

調達条件 L/A調印日コンサルティング・
サービス本体

地上テレビ放送デジタル化事業

モケグア水力発電所整備事業

ペルー沿岸部洪水対策事業

トゥラクルガン火力発電所建設事業

スリランカ

ペルー

ウズベキスタン

13,717

6,944

2,480

71,839

0.1※

0.4

0.4

0.3

0.01

0.01

0.01

0.01

40／10

20／6

20／6

40／10

9月23日

11月7日

11月7日

11月10日

日本タイド

一般アンタイド

一般アンタイド

一般アンタイド
※本邦技術活用条件（STEP）を適用

状況だ。
　また、急激な人口増加で洪水被
害を受けやすい地域に市街地が形
成されているケースも多い。さら
に、雨水排水設備の整備が遅れて
いるために、雨期には衛生状況が
さらに悪化し、深刻な問題になっ
ている。
　同国は2025年に向けたマスタ
ープランを2000年に策定して09

ショナル、アジア航測（株）の５
社が共同で受注した。受注金額は
５億3,908万9,560円。
　セネガルの首都ダカールでは、
国土の0.3％に全人口の20％以上
にあたる約260万人が居住し、産
業活動の80％が集積している。
さらに現在も地方部からの人口流
入が急速に進んでおり、社会経済
インフラ整備が追い付いていない

ンを社会インフラの現状を踏まえ
て改定し、モデル地区で詳細都市
計画を策定するとともに、最優先
プロジェクトに対する概略フィー
ジビリティー調査を行う。また、
それと併せて、都市計画マスター
プラン推進のためのアクションプ
ランを策定し、計画推進を支える
都市計画関連機関の能力強化を支
援する。

年に公布し、都市開発に取り組ん
でいる一方、世界銀行の支援を受
けつつ雨水・排水プロジェクトを
進めているが、同マスタープラン
が現状を反映しなくなっている。
また、主要な社会経済インフラの
整備計画との整合性が十分に確保
されていないのも大きな課題だ。
　今回の協力では、策定から時間
が経過した都市計画マスタープラ

　国際協力機構（JICA）が発表
した、2014年９月25日から10月
15日までに締結されたコンサル
タント契約は以下の通り。
　セネガルでの「ダカール首都圏

開発マスタープラン策定プロジェ
クト」は、（株）レックス・イン
ターナショナル、（株）オリエン
タルコンサルタンツ、（株）パセ
ット、（株）建設技研インターナ

社会インフラ勘案した再計画
JICAコンサルタント契約

セネガル首都の開発マスタープランを策定

受注しました！

ウクライナで下水処理場を改修
2013年11月に発生した反政府デモ以降、激動の渦中にあるウクライナだが、住民の暮らし
を支える生活インフラの整備は今も変わらず重要な課題だ。今回は、2014年９月に「ボルト
ニッチ下水処理場改修事業計画策定支援【有償勘定技術支援】」を受注した日本水工設
計（株）の担当者に、案件の特徴などを聞いた。

　ウクライナの首都キエフにあるボルトニッチ下水処理場は、同市の人口約

280万人の生活を支える唯一の下水処理施設ですが、建設からすでに約50

年が経過し、設備が老朽化しているため、日常的に多くの問題が発生していま

す。特に、濃縮した汚泥を溜める中間処理施設は、これ以上使い続けると崩壊

事故を起こす危険性もあるほどで、各種設備の改修は待ったなしの状態です。

　こうした状況を受け、同国政府は円借款による支援を日本に要請。これに応

え、国際協力機構（JICA）は2013年、まず同下水処理場の現状を把握するた

めの調査を実施しました。この結果を踏まえ、今回の協力では日本の省エネ技

術を生かした下水処理設備の導入に向け詳細な調査を行い、2015年３月ま

での予定で円借款案件形成に向けた事業計画を策定します。

　実は、日本でも近年、多くの都市で老朽化した上下水道インフラの改修が

必要となっています。日本水工設計（株）は、こうした国内のニーズに数多く取

り組んできた実績を有しており、私自身も、国内では神奈川県などで上下水道

に関する調査や設計などに携わってきました。加えて、私はベトナムやインドな

ど新興国の下水道整備にも関わった経験もあり、こうした中で培った技術やノ

ウハウを、今回の案件でも生かせると考えています。なお、当社は2013年に

実施された調査も担当したため、今回の協力では、この時に形成した現地の

人脈を生かし、作業体制を円滑に整えることができました。特に優秀な若手人

材を獲得できたことは、調査の効率化や迅速化に大いに役立っています。

　この下水処理場には、設備について隅から隅まで知り尽くした“生き字引”

のような技術者が多くおり、現場で発生するさまざまな問題に対して、強い責

任感を持って対処しています。また、事務関係のスタッフたちも、一刻も早い改

修に向けて精力的に取り組んでいます。彼らの意見を柔軟に取り入れながら、

良い事業計画を策定できるように力を尽くすつもりです。

　東欧諸国のように、過去にインフラが一通り整備された国々では、現在、そ

うしたインフラの老朽化が大きな問題となりつつあります。われわれとしては、特

に専門である水分野のインフラについて、これらの国々にどう貢献していけば

よいか、今後も知恵を絞っていきたいと思います。

日本水工設計（株）　海外部

野尻 希守さん
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コンサルタント国　名 契約金額（円）案件名

バンサモロ包括的能力向上プロジェクト（開発計画策定）(ファスト・トラッ
ク制度適用案件)

ノイバイ国際空港運営・維持管理計画策定支援プロジェクト（航空機給
油施設運用技術）【有償勘定技術支援】

高等教育セクター情報収集・確認調査

プノンペン都下水・排水改善プロジェクト
　　　　　　　　　　　　

　　

ダカール首都圏開発マスタープラン策定プロジェクト
　　　　　　　　

　

2014年度案件別事後評価：パッケージIII-6（ミャンマー）

マラウイ大学教育学部拡張計画協力準備調査

2014年度案件別事後評価：パッケージⅢ-1（インドネシア）（一般競争入
札（総合評価落札方式））

UHC支援のための円借款活用に係る情報収集・確認調査（一般競争
入札（総合評価落札方式））

帰国研修員支援に係る情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価
落札方式））

内部監査能力向上支援プロジェクトフェーズ2（第１年次）

カオラック州、ティエス州、ファティック州中学校建設・整備計画準備調査

タミル・ナド州投資促進プログラム実施促進（2014年度）【有償勘定技
術支援】

土砂災害対策強化プロジェクト【有償勘定技術支援】（第１期）

地上デジタル放送に係る情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評
価落札方式））

首都ビエンチャン都市水環境改善プロジェクト

2014年度円借款事業（STEP）施工安全確認調査

2014年度課題別研修等事後評価調査・現況調査（一般競争入札（総
合評価落札方式））

エルラシディア県地域開発能力向上プロジェクト

2014年度案件別事後評価：パッケージIII-2（インド、マケドニア、トルコ、
ウクライナ）

農業バリューチェーンに係る情報収集・確認調査

ベトナム日本人材協力センター・ビジネス人材育成プロジェクト（第５年次）

ホーチミン市都市鉄道1号線建設事業に係る案件実施支援調査
（SAPI）（管理運営制度整備）

地熱開発における中長期的な促進制度設計支援プロジェクト（第１年次）

南部アフリカ地域における官民連携インフラ整備支援に関する情報収
集・確認調査

2014年度案件別事後評価：パッケージII-7（ヨルダン、エジプト）

（株）レックス・インターナショナル／（株）オリエンタルコンサルタンツ／
（株）建設技研インターナショナル／アイ・シー・ネット（株）

新関西国際空港エンジニアリング（株）
　　　　　　　　　　

　　

（株）野村総合研究所

（株）建設技研インターナショナル／日本工営（株）／（一財）北九
州上下水道協会

（株）レックス・インターナショナル／（株）オリエンタルコンサルタンツ／
（株）パセット／（株）建設技研インターナショナル／アジア航測（株）

（株）国際開発センター

（株）マツダコンサルタンツ／ビンコーインターナショナル（株）

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株）／　　　　　　　　
オクタヴィアジャパン（株）

システム科学コンサルタンツ（株）／　　　　　　　　　　　　
クラウンエイジェンツ・リミテッド

（株）国際開発センター
　　　　　　　　　　　　　　　　

　

EY新日本サステナビリティ（株）

（株）毛利建築設計事務所

（株）野村総合研究所／　　　　　　　　　　　　　　　
（株）オリエンタルコンサルタンツ

（株）地球システム科学／日本工営（株）

八千代エンジニヤリング（株）
　　　　　　　　　　　　　　

　

（株）日水コン

（株）ランテックジャパン

（一財）日本国際協力センター／　　　　　　　　　　　　
（株）国際開発センター

NTCインターナショナル（株）

OPMAC（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

（株）かいはつマネジメント・コンサルティング

パナソニックエクセルインターナショナル（株）

日本コンサルタンツ（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　

　

西日本技術開発（株）／（合）MAXEED／（株）コーエイ総合研究所

（株）パデコ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（有）エクシディア

オクタヴィアジャパン（株）

255,735,360

　
28,367,280

24,440,400

155,680,920

539,089,560

20,904,480

53,853,120

38,097,000

11,880,000

15,910,560

108,919,080

59,171,040

61,795,440

112,971,240

9,763,200

164,616,840

16,391,160

23,323,680

189,670,680

53,086,320

40,949,280

48,916,440

79,996,680

408,502,440

21,617,280

21,232,800

フィリピン

ベトナム

フィリピン

カンボジア

セネガル

全世界

マラウイ

全世界

セネガル

インドネシア

モンゴル

セネガル

インド

スリランカ

モルディブ

ラオス

アジア地域

全世界

モロッコ

全世界

インド

ベトナム

ベトナム

インドネシア

アフリカ地域

全世界
ボルトニッチ下水処理場の全景

JICAコンサルタント契約

 まれもり


